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【研究要旨】 

障害福祉サービスを提供する事業のなかで、通所による日中活動を提供する生活介護事業所

、就労継続支援Ｂ型事業所は、事業所数、利用者数ともに年々規模が拡大しており、障害者の

日中活動、福祉的就労の場として中心的役割を担っている両事業について、その実態を明らか

にするとともに、サービスの質を担保するための評価及び指標についての考察が重要である。

当法人では平成 29 年度厚生労働科学特別研究事業「障害者の福祉的就労・日中活動サービス

の質の向上に関する研究」において、全国の事業所を対象としたアンケート調査を実施した。

本研究では、さらなる実態把握のための全国規模の調査を行い、さらに生活介護事業所、就労

継続支援Ｂ型事業所の責任者、有識者等を交えた研究検討委員会等の研究実施体制により、サ

ービスの質を評価する方法及び指標の提案を行うことを目標とし、その成果として、ガイドラ

インや好事例集の作成等を目的として行うものである。 

具体的には、調査として、生活介護事業所、就労継続支援Ｂ型事業所の指定権限がある全国

の都道府県、政令指定都市、中核市を対象としたアンケート調査を行い、自治体が実施した実

地指導・監査の結果や、地域から寄せられる生活介護、就労継続支援Ｂ型事業所に係る問い合

わせ等について把握した。さらに、調査研究及び成果物作成の遂行を目的として、①研究検討

委員会、及び②ガイドライン作成及び事例集作成ワーキング会議、③事業所ヒアリング調査を

実施した。そして、上記の調査研究及び委員会等を踏まえ、本研究の成果物として、①「自己

点検チェックリストのためのガイドライン案」、②「自己点検チェックリスト案」、③「生活介

護事業所・就労継続支援Ｂ型事業所 実践事例集」を作成した。 

以上の調査研究の実施と、成果物の作成により、今後の障害福祉施策の推進に資すると考え

られる。 
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A. 研究目的 

障害福祉サービスを提供する事業のなかで、

通所による日中活動を提供する生活介護事業

所、就労継続支援Ｂ型（以下、就労Ｂ型、とい

う）事業所は、事業所数、利用者数ともに年々

規模が拡大している。平成 29年（2017 年）で

は、就労Ｂ型事業所は全国で約１万１千事業所

であり、生活介護事業所も障害者支援施設の生

活介護を含めると約１万事業所である。生活介

護、就労Ｂ型は、障害者の日中活動、福祉的就

労の場として中心的役割を担っており、その実

態を明らかするとともに、サービスの質を担保

するための評価についての考察が重要である

ことから、当法人では平成 29 年度厚生労働科

学特別研究事業「障害者の福祉的就労・日中活

動サービスの質の向上に関する研究」において、

「生活介護事業所ならびに就労継続支援Ｂ型

事業所の利用者及びサービス内容等の実態に

関する調査」として、全国の事業所 4,000 カ所

（各 2,000 カ所ずつ）を対象として、アンケー

ト調査を実施し、2,017 事業所（回収率 50.7％）

よりデータを得ることができた。その結果、全

国の生活介護、就労Ｂ型事業所は特に、地域で

暮らす高齢や重度の障害がある利用者の支援

を行う受け皿となっていることがわかった。ま

た長距離の送迎支援等の実態から、地域の社会

資源の不足や高齢化、過疎化などの地域の課題

が影響を及ぼしていることが推察された。 

本研究では、平成 29 年度実施した調査を基

盤として、さらなる実態把握のための全国規模

の調査を行い、さらに生活介護事業所、就労Ｂ

型事業所の責任者、有識者等を交えた研究検討

委員会等の研究実施体制により、サービスの質

を評価する方法及び指標の提案を行うことを

目標とする。その成果として、ガイドラインや

好事例集の作成等を目的として行うものであ

る。 

以上、調査研究の実施と、成果物の作成によ

り、今後の障害福祉施策の推進に資すると考え

られる。 

 

B.研究方法 

平成 29 年度は以下の調査研究を実施した。 

 1) 都道府県・政令指定都市・中核市におけ

る生活介護・就労継続支援Ｂ型事業所の

評価についての実態調査 

■調査対象：全国の都道府県、政令指定

都市、中核市 121 自治体  

■調査期間：平成 30年９月 27日～10 月

19 日 

■調査方法：郵送方式によるアンケート

調査 

■調査内容：①生活介護、就労Ｂ型事業

所の平成 29 年度実地指導・監査の状況、

②生活介護、就労Ｂ型事業所に関して自



3 

 

治体に地域から寄せられている苦情等、

③生活介護、就労Ｂ型事業の課題 

 

なお、本研究では、上記の調査研究及び成果

物作成の遂行を目的として、以下を実施した。 

①研究検討委員会：本研究の実施にあたり、

研究代表者・研究分担者・事務局、さらに生

活介護事業所、就労Ｂ型事業所の責任者、 

有識者等を交えた研究検討委員会を設置し

た。研究検討委員会は年２回実施し、調査研

究全体の計画の詳細ならびに進捗の管理、

さらに結果のまとめ方等について議論を行

った。委員の人選に関しては、平成 29 年度

「障害者の福祉的就労・日中活動サービス

の質の向上に関する研究」における研究検

討委員の継続を基本とし、さらに、生活介護

、就労Ｂ型事業にかかわりが深く知見があ

る障害者団体から参加してもらった。 

②ガイドライン作成及び事例集作成ワーキ

ング会議：研究検討委員会の委員により、ガ

イドライン作成を目的とする「ガイドライ

ン作成ワーキングチーム」、ならびに好事例

集を作成することを目的とする「事例集作

成ワーキングチーム」を立ち上げ、研究検討

委員会と連動しながら検討を行った。 

③事業所ヒアリング調査：アンケート調査

結果等を参考に、特徴的な実践や質の高い

サービスを提供している事業所を訪問する

ことにより、管理者ならびにサービス管理

責任者等より事業所運営、サービス内容、利

用者像について、より詳細な聞き取りを行

い、アンケート調査結果の分析を補足する

とともに、上記の事業所の実践例を取りま

とめ、実践事例集の作成を行った。 

 

上記及び平成 29 年度実施した「生活介護事

業所ならびに就労継続支援Ｂ型事業所の利用

者及びサービス内容等の実態に関する調査」を

含めた調査・研究の結果を基に、その成果物と

して以下を作成した。 

①ガイドライン等の作成：生活介護事業、就

労Ｂ型事業のサービスの質を評価する方法

及び指標の提案を目標とした。具体的には

生活介護事業所、就労Ｂ型事業所における

基本的なサービスや環境の設定、権利擁護

に配慮した支援等、今後の事業運営の指針

となるためのガイドライン等を作成した。 

②実践事例集の作成：全国の事業所から抽

出した、生活介護事業所、就労Ｂ型事業所の

運営やサービスの指針となる好実践を取り

まとめ、実践事例集を作成した。 

 

C.研究結果 

1) 都道府県・政令指定都市・中核市におけ

る生活介護・就労継続支援Ｂ型事業所の

評価についての実態調査：96 自治体（回

収率 79.3％）から回答があった。 

●平成 29年（2017）度の実地指導・監査

の状況について 

実地指導・監査を実施した事業所の数

は、生活介護が 1,855 事業所、就労Ｂ型

が 2,281 事業所で、96自治体における 

全事業所数と比すると、生活介護、就労

Ｂ型ともに約３割の事業所に対して実

地指導・監査が実施されていることにな

る。そのうち、文書指摘を行った事業所

の数は、生活介護が 883 事業所、就労Ｂ

型が 1,466 事業所で、実地指導・監査を

行った事業所数に対する割合は、生活介

護が 47.6％、就労Ｂ型が 64.3％であっ

た。 

文書指摘を行った事業所の具体的な

指摘内容の割合は、生活介護は、「運営に

関する基準」が 77.1％、「その他」が 32.7

％、「人員に関する基準」が 7.7％、「設

備に関する基準」が 2.7％であった。就

労Ｂ型は、「運営に関する基準」が 74.8

％、「その他」が 36.0％、「人員に関する

基準」が 7.4％、「設備に関する基準」が

2.9％であった。実地指導・監査を行った

事業所のうち、「勧告」を行った事業所の

数は、生活介護は４事業所、就労Ｂ型は

７事業所であった。また、「行政処分」を

行った事業所の数は、生活介護は９事業

所、就労Ｂ型は 13事業所であった。 

実地指導・監査を行った事業所のうち

減算処分を行った事業所の数は、生活介

護は 118 事業所、就労Ｂ型は 71 事業所
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で、実地指導・監査を行った事業所に対

しての割合は、生活介護は 6.4％、就労

Ｂ型は 3.1％であった。具体的な処分内

容は、生活介護は「医師未配置減算」が

66 事業所（3.6％）、「生活介護計画未作

成減算」が 19事業所（1.0％）、「開所時

間減算」が 17事業所（0.9％）、「サービ

ス提供職員欠如減算」、「サービス管理責

任者欠如減算」が 6事業所（0.3％）、「定

員超過利用減算」が 4事業所（0.2％）で

あった。就労Ｂ型は、「就労継続支援Ｂ型

計画未作成減算」が 42事業所（1.8％）

「サービス提供職員欠如減算」が 15 事

業所（0.7％）、「サービス管理責任者欠如

減算」が 14 事業所（0.6％）であった。 

●地域（利用者、家族、他事業所、関係

機関、地域住民等）から寄せられている

苦情等について 

回答があった 96 自治体のうち、苦情

等については、生活介護は 60 自治体（

62.5％）、就労Ｂ型は 68自治体（70.8％

）から記述回答があった。記述された回

答を、その内容別に「支援に関すること

」「運営に関すること」「地域に関するこ

と」「制度に関すること」「特になし」の

大項目に分類し、さらにその項目ごとの

具体的な内容を小項目に分類した。その

結果、大項目では、生活介護は「支援に

関すること」が 51.4％、「運営に関する

こと」が 10.5％、「地域に関すること」

が 16.2、「制度に関すること」が 3.8％、

「特になし」が 18.1％であった。就労Ｂ

型は、「支援に関すること」が 63.0％、

「運営に関すること」が 10.2％、「地域

に関すること」が 10.2％、「制度に関す

ること」が 7.1％、「特になし」が 9.4％

であった。生活介護、就労Ｂ型いずれも

「支援に関すること」についての回答が

最も多く、生活介護は次いで「特になし

」「地域に関すること」、就労Ｂ型は「運

営に関すること」「地域に関すること」が

多かった。 

●自治体の生活介護、就労Ｂ型事業につ

いて課題と思われること 

回答があった 96 自治体のうち、課題

については、生活介護は 72 自治体（75.0

％）、就労Ｂ型は 81 自治体（84.4％）か

ら記述回答があった。 

 記述された回答を、その内容別に「支

援に関すること」「運営に関すること」 

「地域に関すること」「制度に関するこ

と」「特になし」の大項目に分類し、さら

にその項目ごとの具体的な内容を小項

目に分類した。その結果、大項目では、

生活介護は「支援に関すること」が 27.3

％、「運営に関すること」が 10.6％、「地

域に関すること」が 39.4％、「制度に関

すること」が 12.9％、「特になし」が 9.1

％であった。就労Ｂ型は、「支援に関する

こと」が 47.1％、「運営に関すること」

が 22.9％、「地域に関すること」が 13.7

％、「制度に関すること」が 10.6％、「特

になし」が 5.7％であった。 

 

D.考察 

1) 都道府県・政令指定都市・中核市におけ

る生活介護・就労継続支援Ｂ型事業所の

評価についての実態調査： 

●本研究でのアンケート調査結果より、

実地指導・監査での減算処分の内容や、

地域から寄せられている苦情や課題等

の回答内容から、生活介護事業所、就労

Ｂ型事業所において、個別支援計画作成

等の基準省令の遵守はさることながら、

利用者の権利擁護や利用者個々の特性

に合わせた支援の実施が現状の課題で

あると言える。利用者の権利擁護につい

ては、虐待の疑いのある不適切な行為や

日常の支援のなかでの職員の利用者に

対する態度や言動について言及された

ものが多かった。個別支援では、障害特

性に合わせた支援や作業環境の改善に

ついて言及されたものが多く、さらに就

労Ｂ型では、工賃の多寡に関する問い合

わせが多かった。平成 29（2017）年度の

調査では、就労Ｂ型事業所において「事

業運営で課題と感じていること」は、就

労Ｂ型では「利用者の工賃」が最も多か
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った。就労Ｂ型において、利用者の工賃

が大きな課題の要素となっていること

がうかがえた。さらに、地域の社会資源

の不足や地域間の社会資源、サービスの

格差が課題であり、地域ごとの障害ある

人たちのニーズに即した社会資源やサ

ービスの在り方の検討が重要であると

考えられる。 

 

上記の調査研究及び成果物作成の遂行を目

的として、以下を実施した。 

①研究検討委員会：研究実施体制として、

研究代表者、分担研究者、及び研究協力者

により研究検討委員会を設置した。その

なかで、障害者団体３団体（日本知的障害

者福祉協会、全国身体障害者施設協議会、

社会就労センター協議会）より委員とし

て参加してもらった。 

●第１回会議（実施日：平成 30年７月 31

日）：平成 30 年度の研究目的及び成果目

標の確認と、具体的な研究目的の検討を

行った。 

●第２回会議（実施日：平成 31 年３月４

日）：「都道府県・政令指定都市・中核市に

おける生活介護・就労継続支援Ｂ型事業

所の評価についての実態調査」の経過報

告、ガイドライン作成ワーキンググルー

プ及び事例集作成ワーキンググループ会

議の報告、ガイドライン作成ワーキング

グループにより作成したガイドライン案

の確認と、最終的な意見交換などを行っ

た。 

②ガイドライン作成及び事例集作成ワー

キング会議：研究検討委員会の委員によ

り、ガイドライン及び実践事例集を作成

することに特化したワーキンググループ

を編成し、研究検討委員会と連動しなが

ら検討を行った。ガイドライン作成ワー

キンググループは 14 人、事例集作成ワー

キンググループは５人の委員により行っ

た。 

■ガイドライン作成ＷＧ 

●第１回会議（実施日：平成 30年９月 11

日）：ガイドラインのコンセプトの検討及

び事務局が作成した素案についての意見

交換を行った。 

●第２回会議（実施日：平成 31年１月 10

日）：第１回会議での議論を踏まえたガイ

ドライン案についての意見交換を行った

。 

■事例集作成ＷＧ 

●第１回会議（実施日：平成 30年８月 23

日）：実践事例集のコンセプトの検討及び

事務局が作成した構成案についての意見

交換を行った。 

 ●第２回会議（実施日：平成 31 年１月 11

日）：ヒアリング調査の結果の報告及び意

見交換を行った。 

 ●第３回会議（実施日：平成 31 年２月 22

日）：ヒアリング調査の結果の報告及び意

見交換及び事例集の作成作業を行った。 

 

③事業所ヒアリング調査：全国の生活介護、

就労Ｂ型事業所を対象に、訪問によるヒア

リング調査を実施した。対象となる事業所

は、平成 29年度アンケート調査結果より抽

出した事業所、障害者団体、厚生労働省等か

らの推薦、その他検討委員、有識者からの推

薦によって選定した。実施期間は平成 30 年

９月から平成 31 年３月とし、33 事業所の訪

問調査を行った。調査内容は、①事業所の基

本情報、②実践の具体的な内容、③地域との

関係、地域の状況などとした。訪問によるヒ

アリング調査は、事務局及び検討委員によ

り実施した。 

 

上記の調査研究及び検討委員会等を踏まえ、

以下を作成した。 

①「自己点検チェックリストのためのガイ

ドライン案」：生活介護事業、就労Ｂ型事業

のサービスの指標となるものとして、研究

検討委員会及びガイドライン作成ワーキン

ググループにより、生活介護事業所、就労Ｂ

型事業所のガイドライン案を作成した。詳

細は以下の通りである。 

●枠組みは、先行資料である「放課後等デイ

サービスガイドライン」を参考とし、「総則」

「設置者・管理者向け」「サービス管理責任
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者向け」「従業者向け」の 4本の柱で構成し

た。 

●調査研究の結果を踏まえ、コンセプトと

して、特別なものを求めるのではなく、障害

ある人たちを支援するうえでの基本的な姿

勢や事柄、守るべきもの、役割などを示すも

のとした。 

●具体的な内容として、利用者の主体的な

生活と自己実現、利用者の権利・利益の保 

障、地域への社会参加の実現などを、生活介

護、就労Ｂ型共通の役割として明記した。 

●あわせて作成した「自己点検チェックリ

スト」「実践事例集」に対し、それぞれに対

応、連動して活用できる体裁とした 

 

②「自己点検チェックリスト案」：生活介護

事業、就労Ｂ型事業のサービスの質を評価

する資料として、自分たちの支援を振り返

り、自己評価をするためのツールとなる「自

己点検チェックリスト案」を作成した。詳細

は以下の通りである。 

●「社会参加・地域連携に取り組んでいる」

「権利擁護・虐待防止に取り組んでいる」「

業務改善の仕組みがある」「利用者の状況に

応じた支援を行っている」等の 10 の大項目

に、それぞれ小項目を 5問ずつ設定し、全部

で 50問のチェック項目を設定した。 

●各小項目を「できている」「あまりできて

いない」「概ねできている」「できていない」

の４件法で評価し、全項目の評価は、「自己

点検チェックチャート」に図として反映さ

れ、自分たちの事業所の取り組めている点、

課題点などが視覚化される体裁とした。 

●各項目について、具体的に記載されてい

るガイドライン案の対応箇所をあわせて示

し、連動して活用できるものとして作成し

た。 

③「生活介護事業所・就労継続支援Ｂ型事業

所 実践事例集」：生活介護事業所、就労Ｂ

型事業所の運営やサービスの指針となるた

めのものとして、研究検討委員会及び事例

集作成ワーキンググループにより、好事例

を取りまとめた「実践事例集」を作成した。

詳細は以下の通りである。 

●コンセプトとして、調査研究の結果を踏

まえて、課題として考えられる「社会参加の

機会、地域とのつながりをどう保障してい

るか」「多様な人たちをどう支援しているか

」とし、総じて、どこの事業所でも直面して

いるような課題に対して、悩みながら知恵

を出して工夫しているような事例を取り上

げるものとした。特に、医療的ケア、強度行

動障害、高次脳機能障害、難病、引きこもり

、矯正施設退所者など、多様な背景のある利

用者を支えている事例や、高齢化への対応

についての事例を積極的に取り上げた。 

●上記のコンセプトに合致する25事業所を

掲載した。 

●事例に対応するガイドライン案の項目を

示し、連動して活用できる体裁とした。 

 

さらに、平成 29 年度の調査研究もあわせた

２年間の研究結果の報告の場として、平成 31

年 1月 18 日（金）品川フロントビルにて、「研

究報告会 障害者の福祉的就労と日中活動サ

ービス－就労継続支援Ｂ型・生活介護の事業と

支援のあり方について－」を開催した。参加者

は多くが生活介護事業所、就労Ｂ型事業所の管

理者や支援者の方々で、当日は全国各地から

153 名の参加があり、ガイドラインについての

意見を広く集める機会となった。 
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